
いすゞ自動車株式会社との
カーボンニュートラルの実現に向けた
連携協定締結について

２０２３年１０月４日

市 長 定 例 記 者 会 見



横浜市の目指す姿「Zero Carbon Yokohama」

2050年までの温室効果ガス実質排出ゼロ(脱炭素化)

持続可能な大都市モデルの実現

1



運輸部門

19％

横浜市における二酸化炭素排出量

▶ 約２割が運輸部門

▶ そのうち約４割が貨物・営業用自動車

2
2021年度 CO2排出量

部門別構成比（約1,677万ｔ）
2021年度 輸送機関種別
構成比（約313万ｔ）

鉄道、船舶

その他（家庭、業務、
産業部門など）

自家用自動車

48％

８割超が自動車由来

貨物・営業用
自動車

36％



商用車のカーボンニュートラル化に向けた課題

■ 商用車の特徴

稼働率が高い 航続距離が長い
車両サイズが大きく

重量がある

エネルギー消費量の多い商用車は、
カーボンニュートラル化が難しく、普及に向けた課題がある

3



【ＥＶ領域】
(小型トラック、路線バス 等)

市内事業者・市民の皆様への
普及啓発

商用車のカーボンニュートラル化に向けた技術の棲み分け

導入・拡大フェーズ（EV）

実証への協力など、イノベーションの
加速にむけて積極的に協力

車両重量

走
行
距
離 長

軽

導入・拡大
フェーズ

【ＦＣＶ領域】
（大型トラック、観光バス 等)

4

開発・実証フェーズ（FCV、合成燃料）

※合成燃料（カーボンニュートラル燃料）：CO2とH2を合成して製造される燃料。燃料利用時のCO2排出量を製造工程で相殺することができるため、
製品ライフサイクル全体においてカーボンニュートラル化に貢献することが可能

重

短

開発・実証
フェーズ

【エンジン＋合成燃料※】
(カーボンニュートラル燃料)



横浜市といすゞ自動車との連携事項
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商用利用を主とする電動車や合成燃料等の脱炭素燃料の
利用に適した車両の普及啓発に関すること

0１

その他脱炭素に資する活動に関すること

脱炭素に資する輸送の効率化に関すること02
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具体的な連携イメージ（今後の取組）
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▶ 市内バス事業者へのＥＶバスの導入支援

電気代やCO2排出削減量の分析

ソリューションの提案例

運行管理、充電スケジュール管理の提案

最適充電器の提案

充電設備導入や運行・充電管理、ＣＯ２排出削減量の効果検証など

課題解決に向けたソリューションの提案

運行計画はどうすれば
良いのだろう

どういった充電設備が
必要なんだろう

どのくらいCO2が
削減できるんだろう

導入・運用コストは
どれくらい
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 ２０２２年５月、本社を東京都大森から

横浜市みなとみらいに移転。

横浜市に移転

 本社移転にあっては、職場環境整備に取り組んだ結果、

ＷＥＬＬ認証のプラチナレベルを取得。

 横浜市民の皆様とより地域密着した活動を目指していたところで

今回の話を頂き感謝。

横濱ゲートタワー



8

2050年の社会が豊かで持続可能な社会であるために、私たちは地球環境への負荷を最⼩限にする挑戦を続けます

いすゞグループの環境活動の⽬指す姿として2020年3⽉に発表

いすゞ環境長期ビジョン２０５０
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地球の「運ぶ」を創造する

〜横浜から〜
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脱炭素社会を目指し
市内のカーボンニュートラル車の普及に

連携して取り組んでいきます

×


